
東日本と共同で実施します。
・市民サービスの向上や効率的・効果的な行財政運営を図るため、近隣市町等と連携しながら、公共施設の相互利用
や事務の共同処理の拡大など広域行政を一層進めます。なお、東葛中部地区総合開発事務組合については、我孫子市
より職員1名を派遣するとともに、今後の運営手法について検討していきます。また、手賀沼・手賀川を活かして交

部の運営方針に対する部全体の総合評価
流人口の拡大を図る取り組みを、引き続き進めていきます。
・連携協定を結んでいる大学や企業と連携し、相互連携の取り組みを充実していきます。 ・部の運営方針に掲げた各課の取り組みについては、概ね想定通りに遂
・平和事業を市民の協力と参加のもとに実施し、平和の大切さについて市民とともに考えます。 行できた。
・厳しい財政状況が続く中、持続可能な財政運営を図るため、中期財政計画を指針として、限られた財源を効率的・ ・令和４年度からスタートする第四次総合計画について、策定を行うと
効果的に活用しながら、計画的な予算の編成と執行を進めます。 ともに、ファシリティマネジメントを推進するため、公共施設等総合管
・市の歳入の根幹をなす市税の確保に向け、税目ごとに的確な賦課・徴収を行い、自主財源

様

の確保に努めます。市

式

税 理計画について改訂

第

を行った。
の徴収では

１

、滞納整理等の強化に

号

向けた取り組みを進め

部

ます。また、個人市民

の

税の特別徴収を引き続

運

き進めるととも ・財源

営

確保では、地方創生臨

方

時交付金の有効活用を

針

進めた。また、ふる
に

・

、電子収納など納付方

課

法の拡充を図り徴収率

の

の向上に努めます。市

目

税以外の収入では、複

標

数のポータルサイトを

設

活 さと納税において、

定

寄付受入のため、返礼

書

品の企画・発掘に努め

(

るとと
用してふるさと

令

納税を推進するととも

和

に、寄附受入額の増加

 

に繋がるよう魅力ある

3

返礼品の企画・発掘に

年

努めます。 もに制度の

度

ＰＲに努めた。
また、

)

市民による他自治体へ

部

のふるさと納税額の増

コ

加に伴い、市税の減収

ー

額が拡大していること

ド

から、広報やホーム
ペ

0

ージを通じて、減収の

2

状況について広くお知

部

らせしていきます。
・

　

市税の証明書における

名

コンビニ交付について

企

は、今年度中の導入を

画

目指します。
・予算編

財

成では、歳出において

政

扶助費や公債費などの

部

増加が見込まれるため

部

、歳入に見合った歳出

長

が基本であるとの
認識

名

のもと、行政評価等と

小

連動させながら経常的

林

経費の削減を図ります

　

。
・予算編成状況や決

修

算状況、財務書類、財

１

政白書、健全化判断比

．

率等の公表など、市の

部

財政状況について、広

の

報やホ
ームページなど

運

を通じて市民にわかり

営

やすくお知らせします

方

。

課コード 01 課　名

針

企画課 課長名 高見澤　

(

隆

２．課の目標（部の

予

運営方針を受けて課の

算

取組方針を記入） 部の

編

運営方針に対する課の

成

目標への取組結果

・基

・

本構想、基本計画、実

実

施計画に基づき、総合

施

的・計画的な行財政運

計

営を図るとともに、部

画

門横断的な行政課題に

策

・第四次総合計画前期

定

基本計画について、総

方

合計画審議会の意見を

針

伺い
対応するため、庁

な

議や活力ある地域づく

ど

り推進会議などを開催

を

し、庁内の総合的な調

踏

整や情報共有を図りま

ま

す。 ながら、庁内の策

え

定委員会、ワーキング

て

チームで検討を進め、

、

パブリッ
・行政評価制

基

度を活用し、第三次基

本

本計画の施策や第１０

計

期実施計画に位置づけ

画

られた事業の適切な進

の

行管理を行う クコメン

分

トを経て策定した。
こ

野

とで、事業の改善に努

別

めます。 ・行政評価を

計

活用し、事業の進行管

画

理を実施するとともに

や

、庁内の総合
・行政評

重

価システムについては

点

、調整会議を設置し、

ﾌ

見直しを進めます。 的

ﾟ

な調整や情報共有を図

ﾛ

った。また、第四次総

ｼ

合計画のスタートに合

ﾞ

わ
・令和４年度にスタ

ｪ

ートする「第四次総合

ｸ

計画」の策定を進めま

ﾄ

す。策定にあたっては

、

、次期「まち・ひと・

所

しごと せ、事務事業の

管

見直しを行った。
創生

に

総合戦略」を一体的に

係

策定します。 ・「まち

る

・ひと・しごと創生総

部

合戦略」について、有

の

識者会議による評
・「

運

まち・ひと・しごと創

営

生総合戦略」に基づき

方

、地域の活性化に向け

針

た課題と今後の取り組

に

みを有識者会議で評価

対

価・検証を行った。
し

す

、事業推進に反映しま

る

す。 ・平和の大切さを

課

次世代に伝えていくた

の

め、中学生の広島派遣

目

、各小学
・令和２年度

標

に策定した「国土強靭

へ

化計画アクションプラ

の

ン編」の進行管理を行

取

います。 校でのリレー

組

講座、平和の集いなど

結

を実施した。
・湖北台

果

地区の公共施設の整備

　

については、整備方針

　

に基づき、庁内の連絡

分

調整を図ります。 ・個

野

別施設計画を踏まえ、

別

公共施設等総合管理計

基

画を改訂した。
・公共

本

交通機関の利便性向上

計

のため、成田線の増発

画

など引き続き粘り強く

の

ＪＲ東日本に働きかけ

目

ます。また、成田線 ・

標

成田線及び沿線の活性

を

化のため、成田線開業

考

１２０周年記念事業を

慮

実
及び沿線の活性化の

し

ため、成田線開業１２

て

０周年記念事業を沿線

、

自治体７市町とＪＲ東

部

日本と共同で実施しま

の

す。 施した。
・平和事

目

業については、「平和

標

の灯」や「サダコ鶴」

を

などを活用するととも

達

に、歴代派遣中学生に

成

よる平和リレー講
座を

す

各小学校で開催するな

る

ど、戦争や原爆の恐ろ

た

しさ、平和の大切さを

め

次の若い世代に伝えて

の

いく取り組みを引き続

方

き進めていきます。ま

針

た、８月には、市内の

を

中学生を被爆地に派遣

記

します。
・平成２９年

入

度からスタートした第

)

三次国際化基本方針に

・

基づいて国際化推進事

第

業を着実に進めます。

四

・新たな文化交流拠点

次

施設については、関係

総

課と調整しながら、検

合

討を進めます。
・市民

計

サービスの向上や効率

画

的・効果的な行財政運

の

営のため、近隣市町と

策

の連携を強化し、事務

定

の共同処理の拡大や
共

を

通課題の解決に向けた

進

取り組みを進めるとと

め

もに、公共施設などの

ま

相互利用の拡大に向け

す

た取り組みを進めます

。

。
・柏市、流山市と連

ま

携しながら、東葛中部

た

地区総合開発事務組合

、

のあり方を検討します

第

。また、ウィングホー

三

ル柏斎
場では、今後の

次

火葬需要を踏まえた施

基

設整備を計画的に進め

本

ていきます。障害者支

計

援施設「みどり園」で

画

は、市民サ
ービスの向

を

上や効率的で効果的な

着

運営などの視点から東

実

葛中部地区総合開発事

に

務組合では、モニタリ

推

ングを実施し、
利用者

進

サービスの向上に努め

す

ます。
・我孫子市、柏

る

市、印西市と国や県の

た

機関で構成する手賀沼

め

・手賀川活用推進協議

、

会では、２９年度に策

第

定したアク
ションプラ

１

ンに基づいて、手賀沼

０

周辺の魅力向上に向け

期

た取り組みなどを進め

実

ていきます。
・公共施

施

設等総合管理計画の基

計

本方針に沿って施設整

画

備の調整を図るととも

に

に、これまでの個別施

位

設計画を踏まえ、
公共

置

施設等総合管理計画の

づ

改訂を行います。
・各

け

所管部局における個別

た

施設計画の策定を支援

・

します。
・庁内職員に

計

向けた情報提供や研修

画

会を開催し、ファシリ

に

ティマネジメントの考

沿

え方を通じたコスト意

っ

識の醸成を図
ります。

た

３．課の目標を達成す

進

る上での課題と対応（

行

人員の配置、組織のあ

管

り方など）

・令和４年

理

度にスタートする「第

を

四次総合計画」の策定

お

が佳境を迎えることに

お

加え、次期「まち・ひ

む

と・しごと創生
総合戦

ね

略」を一体的に策定す

適

ることから、体制が課

正

題となる。
・渉外事業

に

については、土日や夜

行

間の業務が多いうえ、

う

対応業務が年々増えて

こ

いるため、体制・業務

と

の効率化などが
課題と

が

なる。

４．原因分析・

で

改善策

（課長） （部長

き

）
特になし 特になし

５

た

．課の目標を達成する

。

ために取り組む事務事

事

業

事務事業名（個別事

業

業） 重プ 施策 指標 単位

を

現況値 目標値 実績値 達

適

成率(％) 評価該当 コ

切

ード

1 都市間交流の推

に

進 重無 84002 広域

進

連携で取り組んでいる

行

事業実施率 ％ 0 100

管

100 100 結合

2 国

理

際交流活動への支援 重

し

無 43101 補助する

て

事業の数 事業 10 10

い

10 100 結合

3 在住

き

外国人支援事業 重無 4

ま

3201 外国人のため

す

の日本語教室開催数 回

。

70 69 70 101.

さ

45 結合

4 平和事業の

ら

実施 重無 51102 派

に

遣中学生発表会の来場

、

者数の増加率（202

ま

0年度の来場者数／2

ち

0 ％ 0 10 0 0 現状

5

・

常磐線の利便性向上 重

ひ

４ 63401 要望事業

と

数 項目 3 3 3 100 結

・

合

6 成田線の輸送力強

し

化と利便性向上 重４ 6

ご

3401 要望実績数 項

と

目 9 13 15 115.

創

38 結合

7 施政方針・

生

一般報告等の作成 重無

総

81101 施政方針・

合

市政一般報告、ふれあ

戦

い懇談会ホームページ

略

へのアク 件 4,296

に

4,500 7,068

位

157.07 結合

8 庁

置

議の運営 重無 8310

付

1 連絡調整率（連絡調

け

整された議題数/連絡

る

調整を必要とする議題

施

％ 100 100 100

策

100 結合

9 議会運営

や

の支援 重無 83101

事

答弁検討会、施政方針

業

・一般報告の調整率 ％

の

100 100 100 1

着

00 結合

10 湖北台地

実

区公共施設整備の検討

な

重無 83101 事業の

推

進行管理 ％ 20 20 2

・

0 100 結合

第四次総合計画前期基本計画を策定し、まち・ひと・しごと創生総合
進など人口減少対策に取り組みます。 戦略も一体的に推進していくこととした。
・行政評価制度を活用し、事業の適切な進行管理を行うとともに、行政改革の取り組みとも連動しながら事業の改善 ・鉄道の利便性向上では、継続的な要望活動のほか、成田線開業１２０
に努めます。また、行政評価の手法及びシステムの見直しを行います。 周年記念事業を実施した。
・ファシリティマネジメントを推進するため、これまでに各所管部局において策定した個別施設計画を踏まえ、公共 ・平和事業では、新型コロナウイルス感染症に配慮しながら、広島への
施設等総合管理計画を改訂するとともに、その基本方針に沿って施設の適正な管理を推進します。 中学生派遣や平和の集い等の事業を実施した。
・「湖北台地区公共施設の整備方針」に基づき、事業を進行管理していきます。 ・各所管部局において策定した個別施設計画を踏まえ、公共施設等総合
・新たな文化交流拠点施設については、関係課と情報共有するとともに、施設の交流支援機能について情報収集して 管理計画を改訂した。
いきます。
・成田線の増発や常磐線特別快速列車の我孫子駅への停車など、鉄道の利便性の向上に取り組みます。また、成田線
開業１２０周年記念事業を沿線自治体７市町とＪＲ



策

25

定

高野山新田地区活性化

と

事業の推進 重無 831

進

01 高野山新田地区で

行

実施されている事業数

管

事業 15 20 15 75

理

結合

重

26 新型コ

無

ロナウイルス感染症対

8

応地方創生臨時交付金

3

事業の調整・進 重３ 7

1

0402 新型コロナウ

0

イルス感染症対応地方

1

創生臨時交付金交付限

事

度額の ％ 100 100

業

100 100 結合

実施率（実施済事業数／実施予定事業数） ％ 100 100 100 100 結合

12 行政評価の推進 重無 83102 事

５

務事業の改善策の実施

．

率（２年度から廃止・

課

休止した事務事業 ％ 1

の

00 100 100 10

目

0 結合

標

13 東葛

を

中部地区総合開発事務

達

組合の運営 重無 840

成

02 ３市の効率的な運

す

営に向けた取り組み数

る

件 1 1 1 100 結合

ため

14 東葛広域行政

に

連絡協議会 重無 840

取

02 課題への取り組み

り

数 件 1 1 1 100 結合

組む

15 ＪＯＢＡＮ

事

アートライン協議会 重

務

無 84002 イベント

事

等の開催回数 件 1 1 1

業

100 結合

事

16

務

活力ある地域づくり推

事

進会議 重無 83101

業

検討事項のうち、対応

名

方針が定まった事項の

（

割合 ％ 0 100 100

個

100 結合

別

17

事

柏レイソルホームタウ

業

ン事業 重無 84002

）

ホームタウンサンクス

重

デーの開催回数 回 1 1

施

1 100 結合

施

1

策

8 手賀沼・手賀川活用

指

推進協議会 重無 840

標

02 アクションプラン

単

に位置付けられた広域

位

連携にかかる施策のう

現

ち % 40 60 40 66

況

.67 結合

値

19

目

新たな文化交流拠点施

標

設整備の検討 重無 53

値

101 「建設構想」策

実

定の進捗率 ％ 10 15

績

15 100 現状

値 達

20 近隣市等とのまち

成

づくり連絡協議会 重無

率

84001 新たに利用

(

できる公共施設の数 件

％

0 1 0 0 結合

)

2

評

1 大学・企業等との連

価

携 重無 81201 新た

該

な連携事業実施率（実

当

施できた事業数／新た

コ

な連携事業数） ％ 0 1

ー

00 70 70 結合

ド

22 成田空港活用協議会への参画 重４ 63401 事業の提案数 案 1 1 1 100 結合

23 ファシリティマネジメントの推進 重無 83103 公共施設等総合管理計画の改訂の進捗率 　% 20 100 100 100 現状

1

24 我孫子市まち・

1

ひと・しごと創生総合

総

戦略の進行管理 重無 8

合

3101 総合戦略に位

計

置付けた事業の検証率

画

％ 100 100 100

の

100 結合



た、成田線 ・市の財政状況については、市民にわかりやすい情報提供を意識して、
開業１２０周年記念事業を沿線自治体７市町とＪＲ東日本と共同で実施します。 広報やホームページなどによりお知らせした。
・市民サービスの向上や効率的・効果的な行財政運営を図るため、近隣市町等と連携しながら、公共施設の相互利用
や事務の共同処理の拡大など広域行政を一層進めます。なお、東葛中部地区総合開発事務組合については、我孫子市
より職員1名を派遣するとともに、今後の運営手法について検討していきます。また、手賀沼・手賀川を活かして交

部の運営方針に対する部全体の総合評価
流人口の拡大を図る取り組みを、引き続き進めていきます。
・連携協定を結んでいる大学や企業と連携し、相互連携の取り組みを充実していきます。 ・部の運営方針に掲げた各課の取り組みについては、概ね想定通りに遂
・平和事業を市民の協力と参加のもとに実施し、平和の大切さについて市民とともに考えます。 行できた。
・厳しい財政状況が続く中、持続可能な財政運営を図るため、中期財政計画を指針として、限られた財源を効率的・ ・令和４年度からスタートする第四次総合計画について、策定を行うと
効果的に活用しながら、計画的な予算の編成と

様

執行を進めます。 とも

式

に、ファシリティマネ

第

ジメントを推進するた

１

め、公共施設等総合管

号

・市の歳入の根幹をな

部

す市税の確保に向け、

の

税目ごとに的確な賦課

運

・徴収を行い、自主財

営

源の確保に努めます。

方

市税 理計画について改

針

訂を行った。
の徴収で

・

は、滞納整理等の強化

課

に向けた取り組みを進

の

めます。また、個人市

目

民税の特別徴収を引き

標

続き進めるととも ・財

設

源確保では、地方創生

定

臨時交付金の有効活用

書

を進めた。また、ふる

(

に、電子収納など納付

令

方法の拡充を図り徴収

和

率の向上に努めます。

 

市税以外の収入では、

3

複数のポータルサイト

年

を活 さと納税において

度

、寄付受入のため、返

)

礼品の企画・発掘に努

部

めるとと
用してふるさ

コ

と納税を推進するとと

ー

もに、寄附受入額の増

ド

加に繋がるよう魅力あ

0

る返礼品の企画・発掘

2

に努めます。 もに制度

部

のＰＲに努めた。
また

　

、市民による他自治体

名

へのふるさと納税額の

企

増加に伴い、市税の減

画

収額が拡大しているこ

財

とから、広報やホーム

政

ページを通じて、減収

部

の状況について広くお

部

知らせしていきます。

長

・市税の証明書におけ

名

るコンビニ交付につい

小

ては、今年度中の導入

林

を目指します。
・予算

　

編成では、歳出におい

修

て扶助費や公債費など

１

の増加が見込まれるた

．

め、歳入に見合った歳

部

出が基本であるとの
認

の

識のもと、行政評価等

運

と連動させながら経常

営

的経費の削減を図りま

方

す。
・予算編成状況や

針

決算状況、財務書類、

(

財政白書、健全化判断

予

比率等の公表など、市

算

の財政状況について、

編

広報やホ
ームページな

成

どを通じて市民にわか

・

りやすくお知らせしま

実

す。

課コード 03 課　

施

名 財政課 課長名 関口　

計

浩紀

２．課の目標（部

画

の運営方針を受けて課

策

の取組方針を記入） 部

定

の運営方針に対する課

方

の目標への取組結果

・

針

財政運営の健全性を確

な

保するための指針とな

ど

る中期財政計画では、

を

地方税制や社会保障制

踏

度の改正、景気動向に

ま

伴 ・中期財政計画は、

え

国の制度改正や景気動

て

向に伴って変動する税

、

収等の
って変動する税

基

収等の財源を的確に捉

本

えていきます。また、

計

第１０期実施計画に位

画

置付けた事業を進める

の

ための財源 財源を的確

分

に捉え、新たに発生す

野

る行政需要等に適切に

別

対応できるよう
を確保

計

するとともに、新たに

画

発生する行政需要に対

や

応できるよう適切な見

重

直しを行っていきます

点

。 毎年度見直しを行っ

ﾌ

ている。また、財政シ

ﾟ

ミュレーションを実施

ﾛ

し、第
・予算編成を通

ｼ

して事務事業の更なる

ﾞ

徹底的な見直しを行い

ｪ

ます。また、行政評価

ｸ

や事業仕分けの結果を

ﾄ

踏まえなが ４次総合計

、

画基本構想の策定に活

所

用した。
ら、経常的経

管

費の節減に取り組むと

に

ともに、投資的経費の

係

重点的・効果的な配分

る

を行い、より効率的・

部

効果的な財政 ・令和４

の

年度予算編成では、第

運

四次総合計画に掲げた

営

８つの基本目標に
運営

方

を進めます。さらに、

針

引き続き国・県支出金

に

に関する情報収集に努

対

め、積極的な活用を図

す

ります。 沿い、手賀沼

る

公園・久寺家線や下ヶ

課

戸・中里線など安全で

の

快適な道路整
・ふるさ

目

と納税については、複

標

数のポータルサイトを

へ

活用しながら、我孫子

の

市を応援してくれる納

取

税者を増やし、歳 備へ

組

の取り組みをはじめ、

結

治水事業などの防災減

果

災対策や、公共施設の

　

入の増加につなげてい

　

きます。また、寄附者

分

へのお礼として我孫子

野

市の特産品を活用し、

別

広くＰＲしていきます

基

。さ 老朽化対策を中心

本

に実施していくことと

計

した。
らに、寄附金の

画

使途を明確にするとと

の

もに、市民が行う他自

目

治体へのふるさと納税

標

による市税の減収額に

を

ついて、広 ・経常的経

考

費については、事業仕

慮

分けや行政評価と連動

し

しながら事業の
報やホ

て

ームページで周知して

、

いきます。 選択と集中

部

を進め、継続的な経費

の

削減に努めている。
・

目

市の財政状況や予算編

標

成状況については、よ

を

り深く理解していただ

達

くために、広報・ホー

成

ムページ・出前講座を

す

活 ・現行制度で見込ま

る

れる国・県支出金につ

た

いては、法令や制度を

め

精査し
用します。また

の

、財政白書については

方

、統一的な基準による

針

財務書類等を掲載する

を

など、より充実した報

記

告書にしま 積極的に活

入

用した。
す。 ・財政状

)

況の提供については、

・

予算編成状況や決算状

第

況等について市広
・複

四

式簿記を前提とした統

次

一的な基準による財務

総

書類等については、関

合

係課（会計課、施設管

計

理課）との調整を図り

画

報・ホームページを活

の

用して周知に努めた。

策

ながら作成し、予算編

定

成等での活用方法につ

を

いて検討していきます

進

。 ・統一的な基準によ

め

る財務書類については

ま

、関係課との調整を図

す

りなが
ら作成し、その

。

結果についての分析報

ま

告書を取りまとめた。

た

３．課の目標を達成す

、

る上での課題と対応（

第

人員の配置、組織のあ

三

り方など）

・的確な歳

次

入・歳出額を把握する

基

ことは、社会経済状況

本

や国の制度改正に大き

計

な影響を受けることか

画

ら容易ではあり
ません

を

が、できる限り情報収

着

集に努め、適切な対応

実

を図ります。
・厳しい

に

財政状況が続く中、職

推

員一人ひとりがコスト

進

意識を強く持ち、我孫

す

子市が置かれている財

る

政状況を正しく認
識す

た

ることが必要なため、

め

今後更なる意識改革を

、

図っていきます。

４．

第

原因分析・改善策

（課

１

長） （部長）
・国の制

０

度改正や景気の動向な

期

ど市を取り巻く社会経

実

済環境の変化は、財政

施

運営に大きな影響を ・

計

市の財政運営に影響を

画

与える外部環境の変化

に

については、課全体で

位

情報収集に努め、共有

置

を図
与えることから、

づ

国・県からの通知によ

け

り情報を得るとともに

た

、課員全員が意識を高

・

く持ち、自 っていきま

厳

す。
発的な収集と共有

し

に努めていきます。 ・

い

市の厳しい財政状況に

財

ついて、機会を捉えて

政

繰り返し情報を提供す

状

るとともに、事業の効

況

率化
・予算に係る庁内

が

研修などを通じて、職

続

員に対し市の財政状況

く

についての情報を積極

中

的に提供し の徹底を全

、

庁的に促し、職員の意

持

識改革を図っていきま

続

す。
ていくとともに、

可

予算要求や流用・予備

能

費充用要求について、

な

必要性や緊急性、財源

財

確保などの
観点から厳

政

しく精査し、その根拠

運

を丁寧に説明すること

営

で、コスト意識の醸成

を

を図っていきます
。

５

図

．課の目標を達成する

る

ために取り組む事務事

た

業

事務事業名（個別事

め

業） 重プ 施策 指標 単位

、

現況値 目標値 実績値 達

国

成率(％) 評価該当 コ

の

ード

1 財政情報の提供

制

重無 83301 財政情

度

報に関するホームペー

事

ジへのアクセス件数 件

業

5,025 6,000

を

51,192 853.

適

2 結合

2 中期財政計画

切

の見直し 重無 8330

に

1 計画２年度・３年度

進

の経常収支の平均 百万

行

27.5 10 69 69

管

0 結合

3 予算編成 重無

理

83302 財政構造の

し

弾力性を測る指標の一

て

つである経常収支比率

い

％ 94.9 94.9 9

き

0.2 105.21 結

ま

合

4 債務負担行為支払

す

事務 重無 83302 債

。

務負担行為のうち新規

さ

委託等用地取得費分（

ら

３年間の平均） 億円 0

に

.5 0.4 0 0 結合

5

、

決算事務 重無 8330

ま

2 当該年度経常収支比

ち

率 ％ 94.9 94.9

・

88.2 107.6 結

ひ

合

6 財政事務 重無 83

と

302 進捗率(会議等

・

へ出席した回数・期限

し

内に提出した調査件数

ご

/会議 ％ 100 100

と

100 100 結合

7 基

創

金の管理事務 重無 83

生

303 財政調整基金の

総

年度末残高 百万 2,1

合

26 2,150 3,2

戦

67 151.95 結合

略

8 交付税事務 重無 83

に

303 期限内に回答で

位

きた件数/問い合わせ

置

件数 ％ 100 100 1

付

00 100 結合

9 起債

け

事務 重無 83303 新

る

規市債の実発行額 億円

施

32 32.1 43.9

策

73.12 結合

10 補

や

助金事務 重無 8330

事

3 一般会計予算総額に

業

対して、施策的補助金

の

が占める割合 ％ 1.9

着

6 2.5 1.7 147

実

.06 結合

な推 改正や景気動向に伴って変動する税収等の財源を的確に捉え、新たに発
進など人口減少対策に取り組みます。 生する行政需要等に適切に対応できるよう中期財政計画の見直しを行っ
・行政評価制度を活用し、事業の適切な進行管理を行うとともに、行政改革の取り組みとも連動しながら事業の改善 た。
に努めます。また、行政評価の手法及びシステムの見直しを行います。 ・ふるさと納税については、クラウドファンディング型のふるさと納税
・ファシリティマネジメントを推進するため、これまでに各所管部局において策定した個別施設計画を踏まえ、公共 を実施したことなどにより、当初想定した以上の実績をあげることがで
施設等総合管理計画を改訂するとともに、その基本方針に沿って施設の適正な管理を推進します。 きた。
・「湖北台地区公共施設の整備方針」に基づき、事業を進行管理していきます。 ・扶助費などの社会保障関係費や公債費が増加しており、歳入に見合っ
・新たな文化交流拠点施設については、関係課と情報共有するとともに、施設の交流支援機能について情報収集して た歳出が予算の基本であるとの認識のもと、行政評価や事業仕分けなど
いきます。 と連動させながら予算編成を行った。
・成田線の増発や常磐線特別快速列車の我孫子駅への停車など、鉄道の利便性の向上に取り組みます。ま



の見直し 重無 83303 原価計算の実施率 ％ 100 100 0 0 結合

12 ふるさと納税の推進 重無 83303 ふるさと納税寄附金額 千円 29,066 2

５

0,000 32,60

．

3 163.02 結合

課の

13 統一的な基準

目

による財務書類の作成

標

重無 83301 進捗率

を

（財務書類等の作成・

達

公表） ％ 0 100 10

成

0 100 結合

するために取り組む事務事業

事務事業名（個別事業） 重施 施策 指標 単位 現況値 目標値 実績値 達成率(％) 評価該当 コード

11 受益者負担



市
より職員1名を派遣するとともに、今後の運営手法について検討していきます。また、手賀沼・手賀川を活かして交

部の運営方針に対する部全体の総合評価
流人口の拡大を図る取り組みを、引き続き進めていきます。
・連携協定を結んでいる大学や企業と連携し、相互連携の取り組みを充実していきます。 ・部の運営方針に掲げた各課の取り組みについては、概ね想定通りに遂
・平和事業を市民の協力と参加のもとに実施し、平和の大切さについて市民とともに考えます。 行できた。
・厳しい財政状況が続く中、持続可能な財政運営を図るため、中期財政計画を指針として、限られた財源を効率的・ ・令和４年度からスタートする第四次総合計画について、策定を行うと
効果的に活用しながら、計画的な予算の編成と執行を進めます。 ともに、ファシリティマネジメントを推進するため、公共施設等総合管
・市の歳入の根幹をなす市税の確保に向け、税目ごとに的確な賦課・徴収を行い、自主財源の確保に努めます。市税 理計画について改訂を行った。
の徴収では、滞納整理等の強化に向けた取り組みを進めます。また、個人市民税の特別徴収を引き続き進めるととも ・財源確保では、地方創生臨時交付金の有効活用を進めた。また、ふる
に、電子収納な

様

ど納付方法の拡充を図

式

り徴収率の向上に努め

第

ます。市税以外の収入

１

では、複数のポータル

号

サイトを活 さと納税に

部

おいて、寄付受入のた

の

め、返礼品の企画・発

運

掘に努めるとと
用して

営

ふるさと納税を推進す

方

るとともに、寄附受入

針

額の増加に繋がるよう

・

魅力ある返礼品の企画

課

・発掘に努めます。 も

の

に制度のＰＲに努めた

目

。
また、市民による他

標

自治体へのふるさと納

設

税額の増加に伴い、市

定

税の減収額が拡大して

書

いることから、広報や

(

ホーム
ページを通じて

令

、減収の状況について

和

広くお知らせしていき

 

ます。
・市税の証明書

3

におけるコンビニ交付

年

については、今年度中

度

の導入を目指します。

)

・予算編成では、歳出

部

において扶助費や公債

コ

費などの増加が見込ま

ー

れるため、歳入に見合

ド

った歳出が基本である

0

との
認識のもと、行政

2

評価等と連動させなが

部

ら経常的経費の削減を

　

図ります。
・予算編成

名

状況や決算状況、財務

企

書類、財政白書、健全

画

化判断比率等の公表な

財

ど、市の財政状況につ

政

いて、広報やホ
ームペ

部

ージなどを通じて市民

部

にわかりやすくお知ら

長

せします。

課コード 0

名

4 課　名 課税課 課長名

小

飯塚　直則

２．課の目

林

標（部の運営方針を受

　

けて課の取組方針を記

修

入） 部の運営方針に対

１

する課の目標への取組

．

結果

●歳入の根幹であ

部

る市税の確保に向け、

の

税目ごとに的確な賦課

運

を行い、自主財源の確

営

保に努めます。 ・コロ

方

ナ感染拡大の影響を受

針

けながらも、各税目に

(

ついて適正な賦課に
●

予

電子申告（個人市民税

算

（給与支払報告書）、

編

法人市民税、固定資産

成

税（償却資産））の普

・

及推進に努めます。 

実

努め、自主財源を確保

施

することができた。
●

計

市民税徴収率向上に向

画

けて、個人市民税の特

策

別徴収を引き続き推進

定

します。 ・電子申告の

方

普及推進を図ったこと

針

から、個人市民税の給

な

与支払報告書
●市税の

ど

証明書（課税（非課税

を

）証明）のコンビニ交

踏

付について、今年度中

ま

の導入を目指します。

え

、法人市民税の申告書

て

、固定資産税の償却資

、

産申告について、いず

基

れも
利用率が昨年度を

本

上回り、事務効率化が

計

図れた。
・市民税の徴

画

収率向上のため、特別

の

徴収の推進に努めた。

分

・令和4年1月から課

野

税（非課税）証明書の

別

コンビニ交付を開始し

計

、市民
の利便性向上が

画

図れた。

３．課の目標

や

を達成する上での課題

重

と対応（人員の配置、

点

組織のあり方など）

課

ﾌ

の人員構成は、年齢が

ﾟ

若く、事務処理経験の

ﾛ

浅い職員が多い。また

ｼ

、人員の少ない中で膨

ﾞ

大な業務を行っている

ｪ

た
め、多くの時間外勤

ｸ

務を行っている。
業務

ﾄ

の見直し等を行い、事

、

務の効率化を図って行

所

く必要がある。

４．原

管

因分析・改善策

（課長

に

） （部長）
課の目標は

係

概ね達成できているが

る

、各税目の当初課税の

部

賦課決定業務時期や申

の

告書の受付時期に 引続

運

き業務体制の見直しや

営

デジタル化を推進し、

方

業務効率の向上を図り

針

ます。
おいては、多く

に

の時間外勤務が行われ

対

ています。市民からの

す

申請手続きや内部事務

る

において手入
力作業し

課

ているものについて、

の

電子化等が可能かどう

目

か検討し、業務の改善

標

・効率化を図ってい
き

へ

ます。

５．課の目標を

の

達成するために取り組

取

む事務事業

事務事業名

組

（個別事業） 重プ 施策

結

指標 単位 現況値 目標値

果

実績値 達成率(％) 評

　

価該当 コード

1 個人住

　

民税賦課 重無 8330

分

3 課税客体に対して適

野

正に課税した割合 ％ 1

別

00 100 99.99

基

99.99 現状

2 償却

本

資産評価 重無 8330

計

3 償却資産の評価率 %

画

100 100 100 1

の

00 現状

3 固定資産税

目

・都市計画税賦課事業

標

重無 83303 固定資

を

産税・都市計画税の賦

考

課割合 ％ 100 100

慮

100 100 現状

4 土

し

地の調査・評価 重無 8

て

3303 土地の利用変

、

更（分合筆約1300

部

筆）や所有権移転のあ

の

った土地の % 100 1

目

00 100 100 現状

標

5 法人市民税・たばこ

を

税の賦課・調定 重無 8

達

3303 法人市民税の

成

適正課税割合 　％ 10

す

0 100 99.9 99

る

.9 現状

6 税制改正事

た

業 重無 83303 改正

め

すべき事項の改正割合

の

% 100 100 100

方

100 現状

7 税証明発

針

行業務事業 重無 833

を

03 証明請求者に対す

記

る証明書発行割合 % 1

入

00 100 100 10

)

0 現状

8 軽自動車税の

・

賦課・調定 重無 833

第

03 課税客体に対して

四

適性に課税した割合 ％

次

100 100 100 1

総

00 現状

9 家屋の調査

合

・評価 重無 83303

計

家屋の調査及び評価の

画

進捗率 % 100 100

の

100 100 現状

10

策

電子申告サービス事業

定

重無 83204 実施率

を

％ 72 80 77.8 9

進

7.25 現状

めます。また、第三次基本計画を着実に推進するため、第１０期実施計画に位置づけた ・各税目について適正な賦課に努め、自主財源を確保することができた
事業を適切に進行管理していきます。さらに、まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置付ける施策や事業の着実な推 。
進など人口減少対策に取り組みます。 また、市民税の徴収率向上のため、特別徴収の推進に努めた。
・行政評価制度を活用し、事業の適切な進行管理を行うとともに、行政改革の取り組みとも連動しながら事業の改善 ・令和4年1月から課税（非課税）証明書のコンビニ交付を開始し、利便
に努めます。また、行政評価の手法及びシステムの見直しを行います。 性向上に努めた。
・ファシリティマネジメントを推進するため、これまでに各所管部局において策定した個別施設計画を踏まえ、公共
施設等総合管理計画を改訂するとともに、その基本方針に沿って施設の適正な管理を推進します。
・「湖北台地区公共施設の整備方針」に基づき、事業を進行管理していきます。
・新たな文化交流拠点施設については、関係課と情報共有するとともに、施設の交流支援機能について情報収集して
いきます。
・成田線の増発や常磐線特別快速列車の我孫子駅への停車など、鉄道の利便性の向上に取り組みます。また、成田線
開業１２０周年記念事業を沿線自治体７市町とＪＲ東日本と共同で実施します。
・市民サービスの向上や効率的・効果的な行財政運営を図るため、近隣市町等と連携しながら、公共施設の相互利用
や事務の共同処理の拡大など広域行政を一層進めます。なお、東葛中部地区総合開発事務組合については、我孫子



部の運営方針に対する部全体の総合評価
流人口の拡大を図る取り組みを、引き続き進めていきます。
・連携協定を結んでいる大学や企業と連携し、相互連携の取り組みを充実していきます。 ・部の運営方針に掲げた各課の取り組みについては、概ね想定通りに遂
・平和事業を市民の協力と参加のもとに実施し、平和の大切さについて市民とともに考えます。 行できた。
・厳しい財政状況が続く中、持続可能な財政運営を図るため、中期財政計画を指針として、限られた財源を効率的・ ・令和４年度からスタートする第四次総合計画について、策定を行うと
効果的に活用しながら、計画的な予算の編成と執行を進めます。 ともに、ファシリティマネジメントを推進するため、公共施設等総合管
・市の歳入の根幹をなす市税の確保に向け、税目ごとに的確な賦課・徴収を行い、自主財源の確保に努めます。市税 理計画について改訂を行った。
の徴収では、滞納整理等の強化に向けた取り組みを進めます。また、個人市民税の特別徴収を引き続き進めるととも ・財源確保では、地方創生臨時交付金の有効活用を進めた。また、ふる
に、電子収納など納付方法の拡充を図り徴収率の向上に努めます。市税以外の収入では、複数のポータルサイトを活 さと納税において

様

、寄付受入のため、返

式

礼品の企画・発掘に努

第

めるとと
用してふるさ

１

と納税を推進するとと

号

もに、寄附受入額の増

部

加に繋がるよう魅力あ

の

る返礼品の企画・発掘

運

に努めます。 もに制度

営

のＰＲに努めた。
また

方

、市民による他自治体

針

へのふるさと納税額の

・

増加に伴い、市税の減

課

収額が拡大しているこ

の

とから、広報やホーム

目

ページを通じて、減収

標

の状況について広くお

設

知らせしていきます。

定

・市税の証明書におけ

書

るコンビニ交付につい

(

ては、今年度中の導入

令

を目指します。
・予算

和

編成では、歳出におい

 

て扶助費や公債費など

3

の増加が見込まれるた

年

め、歳入に見合った歳

度

出が基本であるとの
認

)

識のもと、行政評価等

部

と連動させながら経常

コ

的経費の削減を図りま

ー

す。
・予算編成状況や

ド

決算状況、財務書類、

0

財政白書、健全化判断

2

比率等の公表など、市

部

の財政状況について、

　

広報やホ
ームページな

名

どを通じて市民にわか

企

りやすくお知らせしま

画

す。

課コード 05 課　

財

名 収税課 課長名 並内　

政

秀樹

２．課の目標（部

部

の運営方針を受けて課

部

の取組方針を記入） 部

長

の運営方針に対する課

名

の目標への取組結果

〇

小

自主財源である市税を

林

確保するため、滞納整

　

理を強化するとともに

修

、徴収率の向上に努め

１

ます。 ・滞納者の財産

．

調査及び生活状況の把

部

握を積極的に行いまし

の

た。
〇公金徴収一元化

運

を行うことで、所管課

営

と連携し、より効率的

方

・効果的な徴収に取り

針

組みます。 ・公金徴収

(

一元化による債権回収

予

業務においても積極的

算

な財産調査及び
〇電子

編

収納や手続きの拡充を

成

図り、納税者の利便性

・

の向上に努めます。 生

実

活状況の把握を行い、

施

所管課から移管を受け

計

た移管滞納者に対し効

画

率
　　　　　　　  

策

 的に滞納処分を進め

定

ました。
・滞納処分を

方

前提とした多様な財産

針

調査の実施 ・徴収不能

な

債権については、調査

ど

を実施し執行停止処分

を

としました。
　（不動

踏

産、預貯金、生命保険

ま

等解約返戻金、給与・

え

賞与・年金・還付金、

て

売掛金、敷金、賃貸借

、

料他） ・休日納税相談

基

を行い、平日に来庁出

本

来ない納税者の方の相

計

談を受けま
・インター

画

ネット公売の実施 した

の

。
・相続財産管理人制

分

度を活用した公金徴収

野

・令和３年７月から、

別

パソコンやスマートフ

計

ォンから口座振替の手

画

続き
・回収不可能な債

や

権の見極めによる執行

重

停止の強化 が可能とな

点

るＷＥＢ口座振替受付

ﾌ

サービスを開始しまし

ﾟ

た。
・休日納税相談の

ﾛ

開催 ・多様な納付方法

ｼ

や口座振替方法の周知

ﾞ

を広報やホームページ

ｪ

にて行い
・所管課から

ｸ

の移管を受けた移管滞

ﾄ

納者に対し、滞納処分

、

等を効率的に実施 まし

所

た。
・広報やホームペ

管

ージ等による口座振替

に

、コンビニ納付及び電

係

子収納の周知

３．課の

る

目標を達成する上での

部

課題と対応（人員の配

の

置、組織のあり方など

運

）

 徴収業務は、５地

営

区（我孫子、湖北、中

方

峠、布佐、市外）に分

針

け効率的に業務を行う

に

。地区ごとにきめ細や

対

かに納
税催告を促すと

す

ともに、自主納付が難

る

しい滞納者に対しては

課

、徹底した財産調査を

の

行い滞納処分を進める

目

。また、徴
収困難案件

標

が増加傾向にあること

へ

から徴税吏員のより一

の

層の質を向上させるた

取

め、研修会への参加や

組

先進自治体など
との情

結

報収集に努めていく。

果

　収納業務は、納税者

　

の利便性向上及び徴収

　

率向上のため電子収納

分

などの納付方法の拡充

野

を図る必要がある。

４

別

．原因分析・改善策

（

基

課長） （部長）
徴収困

本

難案件の増加に対して

計

は、高度な滞納整理の

画

技術を各職員が身につ

の

け、効率的かつ効果的

目

徴収困難案件の増加に

標

より、自主財源の確保

を

が難しい環境になって

考

きていることから、効

慮

率的な
に徴収業務を行

し

うことが重要である。

て

そのために、引き続き

、

研修会への参加や先進

部

自治体の事例 徴収業務

の

を進める必要がある。

目

また、納税者の利便性

標

を更に向上させていく

を

必要がある。
を課内で

達

共有する必要がある。

成

また、納期内納付の徹

す

底や納税者の利便性向

る

上を図るため、今後更

た

に多様な納付環境を整

め

えてい
く必要がある。

の

５．課の目標を達成す

方

るために取り組む事務

針

事業

事務事業名（個別

を

事業） 重プ 施策 指標 単

記

位 現況値 目標値 実績値

入

達成率(％) 評価該当

)

コード

1 市税の収納 重

・

無 83303 市税の徴

第

収率　 % 98.4 99

四

98.9 99.9 結合

次

2 市税の滞納整理 重無

総

83303 滞納繰越分

合

徴収率（徴収税額÷調

計

定額） % 38.07 3

画

1 38.01 122.

の

61 結合

3 固定資産評

策

価審査委員会の運営 重

定

無 00000 適正な審

を

査執行率（開催数／審

進

査申出数＋定例会） %

め

100 100 100 1

ま

00 現状

4 公金徴収一

す

元化の実施 重無 833

。

03 債権回収移管者に

ま

対する処理率 ％ 100

た

100 100 100 結

、

合

5

6

7

8

9

10

第三次基本計画を着実に推進するため、第１０期実施計画に位置づけた 滞納者への徹底した財産調査と生活実態の把握を行う等、滞納整理を推
事業を適切に進行管理していきます。さらに、まち・ひと・しごと創生総合戦略に位置付ける施策や事業の着実な推 進した結果、徴収率の向上が図れた。
進など人口減少対策に取り組みます。
・行政評価制度を活用し、事業の適切な進行管理を行うとともに、行政改革の取り組みとも連動しながら事業の改善
に努めます。また、行政評価の手法及びシステムの見直しを行います。
・ファシリティマネジメントを推進するため、これまでに各所管部局において策定した個別施設計画を踏まえ、公共
施設等総合管理計画を改訂するとともに、その基本方針に沿って施設の適正な管理を推進します。
・「湖北台地区公共施設の整備方針」に基づき、事業を進行管理していきます。
・新たな文化交流拠点施設については、関係課と情報共有するとともに、施設の交流支援機能について情報収集して
いきます。
・成田線の増発や常磐線特別快速列車の我孫子駅への停車など、鉄道の利便性の向上に取り組みます。また、成田線
開業１２０周年記念事業を沿線自治体７市町とＪＲ東日本と共同で実施します。
・市民サービスの向上や効率的・効果的な行財政運営を図るため、近隣市町等と連携しながら、公共施設の相互利用
や事務の共同処理の拡大など広域行政を一層進めます。なお、東葛中部地区総合開発事務組合については、我孫子市
より職員1名を派遣するとともに、今後の運営手法について検討していきます。また、手賀沼・手賀川を活かして交


